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差金決済型自社株価先渡取引の先渡期間延長及び先渡価格変更に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年９月４日開催の取締役会において、2022 年９月 14 日公表の「差金決済型自社株価先渡

取引の締結に関するお知らせ」に関して、当社が株式会社ＳＢＩ証券（以下「ＳＢＩ証券」といいま

す。）との間で締結した差金決済型自社株価先渡取引（以下、「本契約」といいます。）の先渡期間の延長

及び先渡価格の変更を決議しましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１．本契約の先渡期間の延長及び先渡価格の変更の理由 

当社は、2022 年９月 14 日に本契約を締結しております。2024 年 9 月 14 日の満期日を控え、ＳＢＩ証券

と協議をする過程で、当社の直近の株価や売買高の水準に照らし、対象株数が 40 万株（当社発行済株式

総数の 7.5％）となることから、かかる株式が市場に放出されることは当社株式の需給バランスが崩れ、

適正な株価形成を妨げる可能性に繋がるおそれがある点を双方で確認しました。これを踏まえ、本契約の

先渡期間延長すること及びその条件として先渡価格の変更することについて、ＳＢＩ証券及び当社の間で

合意に至りました。 

本契約に伴いＳＢＩ証券は 2022 年 9 月 15 日に当社株式 40 万株を取得しておりますが、あくまでも本契

約と対をなすものであり、先渡期間延長後も引き続き、ＳＢＩ証券との資本業務提携等を意図するもので

はないことを申し添えます。 

また、引き続き、本契約が満期又は期限前解約により終了した場合は、ＳＢＩ証券の裁量で当社株式を

処分することになります（詳細につきましては、下記「２．本契約の概要（変更後）」及び 2022 年９月 14

日公表の「差金決済型自社株価先渡取引の締結に関するお知らせ」をご参照ください。）。いずれの場合も、

本件取引の清算は現金による差金決済となり、本契約に基づき、当社とＳＢＩ証券の間で当社株式現物の

取引が義務付けられるものではありません。 

 

２.本契約の概要（変更後） 

(1) 取引開始日 2022年９月14日 

(2) 取引の種類 株式先渡取引 

(3) 決済方法  差金決済 

(4) 先渡購入者 当社 

(5) 先渡売却者 ＳＢＩ証券 

(6) 対象株式  当社普通株式（証券コード3135） 

(7) 対象株式数 40万株（2024年６月30日時点の当社総株主の議決権数の7.5％相当） 

なお、当社が差金決済型自社株価先渡取引の申込みをする際には、当社が対象株式に

関する金融商品取引法第 166 条第２項に定める重要事実又は同法第 167 条第２項に

定める公開買付け等の実施に関する事実若しくは公開買付け等の中止に関する事実を

認識していないことが前提となる。 

(8) 先渡期間  2026年９月14日を満期日とする期間 

(9) 先渡価格  971円（下記第(10)項に記載する取引基準価格の107％に相当する金額（1円未満切り

上げ）） 

(10) 取引基準価格 907円 



(11) 期限前解約条項 当社は、満期日より前の日であっても、ＳＢＩ証券に５営業日以上の事前の通知を行

うことにより、当該通知で定められた日を期限前解約基準日として、対象株式の全部

又は一部を対象として（かかる期限前解約の対象となる対象株式を「期限前解約対象

株式」という。）、本件取引を解約することができる。当社は、期限前解約を行った

場合、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）の定める規則に

従って、ＳＢＩ証券が合理的に満足する内容で、期限前解約について公表を行う。な

お、当社が期限前解約の通知を行う際には、当社及びＳＢＩ証券が対象株式に関する

金融商品取引法第166条第２項に定める重要事実又は同法第167条第２項に定める公開

買付け等の実施に関する事実若しくは公開買付け等の中止に関する事実を認識してい

ないことが前提となる。ＳＢＩ証券は、当該解約通知を受領した場合、期限前解約対

象株式について、①売却を行い、当該売却価格を基準として清算を行うか（以下、か

かる清算方式を「売却清算方式(期限前)」という。）、又は②期限前解約通知を受領

した日の東京証券取引所における本件普通株式の普通取引の終値を基準として清算を

行うか（以下、かかる清算方式を「時価清算方式(期限前)」という。）を選択する。 

(12) 期限前解約清算 期限前解約が行われた場合、以下の条件に従

って期限前解約清算を行う。 

なお、ＳＢＩ証券が売却清算方式(期限前)を選択した場合、ＳＢＩ証券は、期限前解

約基準日から３ヶ月以内に期限前解約対象株式と同数の対象株式を売却する（ただし、

売却手法・売却時期等、売却の具体的な方法はＳＢＩ証券の裁量によって決定され、

また、売却することにより法令等に違反するおそれがある場合や、社会通念上不当な

結果を招く合理的な可能性がある場合には、売却そのものを行わないことができ

る。）。 

① 清算日 

(i) ＳＢＩ証券が売却清算方式(期限前)を選択した場合 

ＳＢＩ証券が期限前解約対象株式の売却を完了した日の５営業日後の日又は期

限前解約基準日の３カ月後の日の５営業日後のいずれか早く到来する日。（た

だし、３カ月以内に売却が完了しなかった場合は、期限前解約対象株式数は、

ＳＢＩ証券が売却完了できた株数となる。） 

(ii) ＳＢＩ証券が時価清算方式(期限前)を選択した場合 

期限前解約基準日の５営業日後の日。 

② 清算金額 

期限前解約時基準価格が先渡価格を上回る場合： 

下記第(13)項に記載する期限前解約時基準価格から先渡価格を差引いた金額に、

期限前解約対象株式数を乗じた金額に0.75を乗じた金額期限前解約時基準価格が

先渡価格以下の場合： 

下記第(13)項に記載する期限前解約時基準価格から先渡価格を差引いた金額に、

期限前解約対象株式数を乗じた金額 

③ 清算金額の支払い 

上記清算金額の値が正の場合：当社はＳＢＩ証券から当該金額を受取る。 

上記清算金額の値が負の場合：当社がＳＢＩ証券に当該金額を支払う。 

④ 支払い方法 

清算日に、相手方の指定する銀行口座に振込送金の方法により支払う。 

(13) 期限前解約時基準価格 (i)ＳＢＩ証券が売却清算方式(期限前)

を選択した場合 

期限前売却株式１株当たりの株数加重平均売却価格の１円未満の端数を切

り上げた金額 

なお、当該売却に際して株式分割、株式併合、無償割当等（以下「株式分

割等」という。）がなされた場合は、これらの事象を考慮して合理的に価

格を調整する。 

(ii)ＳＢＩ証券が時価清算方式(期限前)を選択した場合 

期限前解約基準日の東京証券取引所における本件普通株式の普通取引の終

値 

(14) 期限前解約条項に基づく なし 

期限前解約に伴うペナル 

ティ・コスト（損害金） 

(15) 満期清算 以下の条件に従って満期清算を行う。 

なお、ＳＢＩ証券は、満期日までに期限前解約の対象となっていない対象株式（以下



「残存対象株式」という。）について、①売却を行い、当該売却価格を基準として清

算を行うか（以下、かかる清算方式を「売却清算方式(満期)」という。）、又は②満

期日の東京証券取引所における本件普通株式の普通取引の終値を基準として清算を行

うか（以下、かかる清算方式を「時価清算方式(満期)」という。）を選択し、満期日

から２営業日以内にかかる選択の結果を当社に通知する。 

ＳＢＩ証券が売却清算方式(満期)を選択した場合、ＳＢＩ証券は、満期日の ２営業

日後の日から３ヶ月以内に残存対象株式を売却する（ただし、売却手法・売却時期等、

売却の具体的な方法はＳＢＩ証券の裁量によって決定され、また、売却することによ

り法令等に違反するおそれがある場合や、社会通念上不当な結果を招く合理的な可能

性がある場合には、売却そのものを行わないことができる。）。 

① 清算日 

（i） ＳＢＩ証券が売却清算方式(満期)を選択した場合 

ＳＢＩ証券が残存対象株式の売却を完了した日の５営業日後の日又は満期日の

３カ月後の日の５営業日後の日のいずれか早く到来する日。 

（ただし満期日の３ヶ月後の日までに売却が完了しなかった場合は、当該時点

で売却が完了した残存対象株式のみを清算の対象として一旦清算を行い、売却

が完了していない株式が存在する場合は当社が別途清算日を設定し、本項と同

様の方式により清算を行うものとする。） 

（ii） ＳＢＩ証券が時価清算方式(満期)を選択した場合 

満期日の５営業日後の日 

② 清算金額 

満期時基準価格が先渡価格を上回る場合： 

下記第(16)項に記載する満期時基準価格から先渡価格を差引いた金額に、満期精

算対象株式数を乗じた金額に0.75を乗じた金額 

満期時基準価格が先渡価格以下の場合： 

下記第(16)項に記載する満期時基準価格から先渡価格を差引いた金額に、満期精

算対象株式数を乗じた金額 

③ 清算金額の支払い 

上記清算金額の値が正の場合：当社はＳＢＩ証券から当該金額を受取る。 

上記清算金額の値が負の場合：当社がＳＢＩ証券に当該金額を支払う。 

④ 支払い方法 

清算日に、相手方の指定する銀行口座に振込送金の方法により支払う。 

(16) 満期基準価格 （i） ＳＢＩ証券が売却清算方式(満期)を選択した場合 

満期売却株式1株当たりの株数加重平均売却価格の1円未満の端数を切り上げた

金額をいう。 

なお、当該売却に際して株式分割等がなされた場合は、これらの事象を考慮し

て合理的に価格を調整する。 

（ii） ＳＢＩ証券が時価清算方式(満期)を選択した場合 

満期日の東京証券取引所における本件普通株式の普通取引の終値。 

(17) 当初申込証拠金 本件取引について、当社はＳＢＩ証券に対して、当初対象株式数に本契約締結日の前

営業日の東京証券取引所における本件普通株式の普通取引の終値を乗じた金額の 

30％（１円未満端数切り上げ）を申込証拠金として差し入れる。 

なお、ＳＢＩ証券による実際の対象株式の取得にかかった代金総額の30％に相当する

金額が、上記により差し入れられた金額を100万円以上上回る場合、当社は、かかる

差額分を追加で金銭を差し入れる。 

(18) 申込証拠金の調整 ①清算日までの各月15日（休日の場合は前営業日。以下同じ。）及び各月の最後の取

引日において、当該取引日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が、先渡価

格の70％を下回った場合 

本株式取得に係る買付金額の30％（１円未満端数切り上げ）に相当する金額を、

当社は追加の申込証拠金として、上記翌営業日から起算して5営業日以内に、Ｓ

ＢＩ証券に差し入れる。 

また、追加した申込証拠金は、清算日までの間における各月15日又は末日を最終

日とするいずれかの５連続取引日におけるいずれの取引日においても、東京証券

取引所における本件普通株式の終値が先渡価格の100％を上回った場合、上記５

連続取引日の最終取引日の翌営業日から起算して５営業日以内に、当社に返還さ

れる（ただし、本①第１段落記載の70％の基準に該当したことにより追加の差入

れがなされている場合に限る。）。 



②清算日までの間における各月15日又は末日において、当該取引日の京証券取引所に

おける本件普通株式の終値が、先渡価格の50％を下回った場合 

当社は追加の申込証拠金として、申込証拠金として差し入れられている金額の合

計額が当該時点における残存対象株式数に先渡価格を乗じた金額と等しくなるた

めに必要な金額と同額の金銭を、上記取引日の翌営業日から起算して５営業日以

内に、ＳＢＩ証券に差し入れる。また、追加した申込証拠金は、清算日までの間

における各月15日又は末日を最終日とするいずれかの５連続取引日におけるいず

れの取引日においても、東京証券取引所における本件普通株式の終値が先渡価格

の75％を上回った場合、先渡売却者は、本号に基づき差し入れられた金銭と同額

の金銭を、上記５連続取引日の最終取引日の翌営業日から起算して５営業日以内

に、先渡購入者に返還する。（ただし、本②第１段落記載の50％の基準に該当し

たことにより追加の差入れがなされている場合に限る。） 

(19) 先渡価格の調整 対象株式について株式分割、株式併合、その他対象株式の理論価格に変動を及ぼす事

象（時価による新株式発行等は含まれない。）が生じた場合には、先渡価格は調整さ

れる。 

本件の詳細につきましては、2022 年９月 14日公表の「差金決済型自社株価先渡取引の締結に関するお

知らせ」を併せてご参照下さい。 

 

３．今後の見通し 

当初契約（詳細は、2022 年９月 14 日公表の「差金決済型自社株価先渡取引の締結に関するお知らせ」を

ご参照ください）どおり、「本契約期間中の各四半期末時点における当社普通株式の時価評価が当社の業

績に影響を及ぼすことになります。具体的には、当社普通株式の時価が前四半期末時点の時価（当初四半

期においては先渡価格）を 

・上回った場合＝「営業外収益」を計上 

・下回った場合＝「営業外費用」を計上 

することとなります。 

なお、現段階におきましては、本契約によってもたらされる営業外収益又は営業外費用について、合理

的な算出が困難であることから、当期の業績予想については、2024 年８月 14 日公表の数値（売上高 

23,000 百万円／営業利益 700 百万円／経常利益 650 百万円／親会社株主に帰属する当期純利益 330 百万

円）を据え置くものとし、今後開示すべき状況が生じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


